
1.補正予算議決日

2.予算規模 単位：千円

当初予算 補正前の額 今回補正額 補正後の額

22,860,000 22,860,000 342,012 23,202,012

100.00% 100.00% 1.50% 101.50%

6,289,534 6,289,534 0 6,289,534

100.00% 100.00% 0.00% 100.00%

9,304,461 9,304,461 0 9,304,461

100.00% 100.00% 0.00% 100.00%

38,453,995 38,453,995 342,012 38,796,007

100.00% 100.00% 0.89% 100.89%
※企業会計の予算額は、収益的支出と資本的支出の合計額を表示しています。

3.会計別 単位：千円

会　計　区　分 補正号数 当初予算 補正前の額 今回補正額 補正後の額

一般会計 第1号 22,860,000 22,860,000 342,012 23,202,012
総　　　　　計 342,012

4.概要

5.補正予算の主な内容

（1）一般会計

①歳入歳出予算補正

 ア歳入 単位：千円

歳入の区分 補正予算額 担当課

国庫支出金 311,372

208,261 健康課

国庫補助金

103,111 企画政策課

繰入金 30,640 基金繰入金

30,640 財政課

歳入合計 342,012

　令和３年度　愛知県新城市の補正予算の概要（No.1）　　

令和3年3月19日

会　　計　　区　　分

　今回の補正予算案は、国の第３次補正予算を受け、新型コロナウイルス感染症対策及び全市民の新
型コロナウイルスワクチンの接種費用を計上するために編成した。
　予算補正を行う会計は１会計である。
・一般会計

主な歳入内容

国庫負担金

新型コロナウイルスワクチン接種対策
費負担金

新型コロナウイルス感染症対応地方創
生臨時交付金

新型コロナウイルス感染症対策基金繰
入金

一　　　般　　　会　　　計

特　　　別　　　会　　　計

企　　　業　　　会　　　計

総　　　　　　　計
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 イ歳出

単位：千円

事業名 補正予算額 担当課

（総務費）

◎庁内ＬＡＮ管理事業　① 35,563 行政課

（衛生費）

◎健康相談体制整備事業 ② 263 健康課

◎
妊婦健康支援金交付事業
③

4,021 健康課 ◇

◎
新型コロナウイルスワク
チン接種事業　④

253,506 健康課

（農林水産業費）

◎農作業省力化支援事業 ⑤ 20,000 農業課 ◇

（商工費）

◎
ウィズコロナ事業継続支
援事業　⑥

28,659 商工政策課 ◇

歳出合計 342,012

◎：新型コロナウイルス感染症対策関連事業（新規・追加）
◇：令和2年7月20日付新型コロナウイルス感染症対策について（要望）対応事業

主な事業内容

庁内型及び公開型GISの構築

オンライン健康相談を実施するための機器等の整備

妊婦健康支援金の交付

全市民の新型コロナウイルスワクチン接種経費

農作業省力化支援事業補助金

新型コロナウイルス感染症との共存に対応した事業展開
を図る事業者に対する補助
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①

統合型ＧＩＳを導入し、

業務改善、働き方改革を推進します

行政のＩＴ化を進め市民サービスの向上を図るため、統合型ＧＩＳ及び公開型ＧＩ

Ｓの構築を図ります。

基盤情報の共有化を図り、業務改善、働き方改革を推進していきます。

また、公開型ＧＩＳを構築することにより、新型コロナウイルス感染拡大防止に向

けた密の回避を可能とします。

１ 背 景 ＧＩＳシステム（道路、都市計画、上下水道等）をそれぞれの課

が個別に所有しているため、基盤情報が共有化されていない。

２ 効 果 ①市民サービスの向上

②情報交換の迅速化

③業務の効率化

④市民、業者及び職員間の密の回避

３ 予算概要 統合型ＧＩＳ及び公開型ＧＩＳ構築費 ３５，５６３千円

４ 財 源 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

３５，５６３千円

問合先 総務部行政課 課長 阿部（電話０５３６－２３－７６１１）

新 規

市独自

２款 － １項 － ２目 （電子計算費）

庁内ＬＡＮ管理事業
予算額

３５，５６３千円
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②

健康相談をリモート（遠隔）で実施します

新型コロナウイルス感染拡大により、外出による感染が心配な方に向けて、保健

センターに出向かず、自宅で相談できるように、リモート（インターネット回線）

での健康相談（育児相談・心の相談含む）の体制を整えます。

１ 健康相談用パソコンの購入

・予算額 ２２５千円

・概 要 ZOOM、ウイルス感染対策ソフト等搭載、ノート型パソコン １台

２ インターネット回線の整備

・予算額 ３８千円

・概 要 ＬＡＮケーブル、インターネット利用料

３ 財 源 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 ２６３千円

問合先 健康福祉部健康課 課長 加藤（電話０５３６－２３－８５５１）

新 規

市独自

４款 － １項 － ２目 （保健事業費）

健康相談体制整備事業
予算額

２６３千円
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③

妊婦健康支援金を交付します

新型コロナウイルス感染拡大により感染に不安を抱える妊婦に対して感染予防や健

診費用に役立てていただくことを目的として、新城市妊婦健康支援金を交付します。

１ 妊婦健康支援金

健康支援金２万円を対象妊婦の申請に基づき交付します。

・予 算 額 ４，０２１千円

・対 象 申請期間内において新城市に住民登録されている妊婦。

・概 要 現金 ２万円

口座振り込み

・申請期間 令和３年４月1日から令和４年３月３１日まで

・申請窓口 新城市健康課窓口（新城保健センター）

・申請書配布方法 健康課窓口で妊娠届出受付時に案内と申請書を配布

２ 財 源 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

４，０２１千円

問合先 健康福祉部健康課 課長 加藤（電話０５３６－２３－８５５１）

継 続

市独自

４款 － １項 － ４目 （母子保健費）

妊婦健康支援金交付事業
予算額

４，０２１千円
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④

新型コロナウイルスワクチン接種を行います

新型コロナウイルスワクチンの接種は、新型コロナウイルス感染症の発症や重症

化を予防し、結果として新型コロナウイルスの蔓延の防止を図ることができます。

予防接種法に基づき、迅速かつ適切に接種を実施していきます。

１ 概 要 新型コロナウイルスワクチン接種費用

①ワクチン接種を実施するための人件費

ワクチンの集団接種会場にて、接種を実施するために必要な業

務を行う看護師等の人員を確保します。

②ワクチン接種業務委託料

ワクチン接種の接種順位を踏まえ、迅速かつ適切に実施できる

よう接種業務を委託します。

③個別接種協力医療機関支援金

市内の個別接種の協力医療機関に対して、接種の回数に応じて

支援金を交付します。

２ 財 源 新型コロナウイルスワクチン接種対策費負担金 ２０８，２６１千円

新型コロナウイルス感染症対策基金繰入金 ４５，２４５千円

問合先 健康福祉部健康課 課長 加藤（電話０５３６－２３－８５５１）

新 規

４款 － １項 － ５目 （予防費）

新型コロナウイルスワクチン接種事業
予算額

２５３，５０６千円

6



⑤

人との接触機会の減少や密回避、農作業の省力化に繋がる

農業機械の導入等に補助します

新型コロナウイルス感染症の影響により、今までのように大人数での収穫、出荷作業な

どを行うことが困難な状況であり、感染予防対策など「新しい生活様式」に対応した農業

生産を支援するため、国や県の事業では補助対象にならない市内認定農業者などを幅広く

対象とし、人との接触機会の減少や密回避、農作業の省力化に繋がる農業機械の導入等に

補助します。

【交付要件】

１ 補助対象者

・市内認定農業者・認定新規就農者、市内在住の３戸以上で構成された農業団体で新城

市に納税義務があり、市税を滞納していないもの。

２ 補助金額

・補助対象経費の２分の１以内（補助額上限2,000千円）

３ 予 算 額 20,000千円

・補助金 2,000千円（補助額上限）×10件＝20,000 千円

・財 源 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 20,000千円

４ 補助対象となる事業

・人との接触機会減少や密回避、農作業の省力化に繋がる農業機械の導入（例：農業用

ドローン、ラジコン草刈機、アシストスーツ、水管理システム、野菜収穫機・調整機・

包装機等）、既存施設の改修（自動環境制御装置、自動灌水装置、レール式消毒装置

等）、その他市長が認めるもの。

５ 事業のスケジュール

・１次申請を５月中（予定）に提出。採択者を決定後、２次申請（６月中を予定）にて

本申請を行う。

問合先 産業振興部農業課 課長 安藤（電話０５３６－２３－７６３２）

新 規

市独自

６款 － １項 － ３目 （農業振興費）

農作業省力化支援事業
予算額

２０，０００千円
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⑥

新型コロナウイルス感染症との共存に対応した事業展開を

図る事業者に対し、その経費の一部を補助します

新型コロナウイルス感染症との共存に対応した事業展開を図る事業者に対し、その経費

の一部を補助することにより事業継続を支援します。

【交付要件】

１ 交付対象者

(1)市内に事業所を有する中小企業者

(2)愛知県「安全・安心宣言施設」であること

(3)暴力団員等でないこと

(4)市税の滞納がないこと

(5)食品営業許可証を受けていること（※飲食店営業に限る。ただし、露店のみまたは

移動販売車等条件がある場合を除く。）【テイクアウト・デリバリー支援のみ】

(6)新城テイクアウト＆デリバリー応援プロジェクトに登録している店舗であること

【テイクアウト・デリバリー支援のみ】

２ 補助率、補助限度額

(1)感染防止対策 補助率2/3 補助限度額20万円

(2)テイクアウト・デリバリー支援 補助率1/2 補助限度額10万円

(3)事業者 PR支援 補助率1/2 補助限度額10万円

３ 予 算 額 ２８,６５９千円

(1)感染防止対策 ２１,６００千円

(2)テイクアウト・デリバリー支援 ６,０００千円

(3)事業者 PR支援 １,０００千円

事務費(消耗品等) ５９千円

財 源 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 ２８,６５９千円

問合先 産業振興部商工政策課 課長 山口（電話０５３６－２３－７６３４）

新 規

市独自

７款 － １項 － ２目 （商工振興費）

ウィズコロナ事業継続支援事業
予算額

２８，６５９千円
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